第9章　建設及び住宅
住宅事情
　昭和55年国勢調査によると、住宅に住む普通世帯は、259万7249世帯となり、内訳は、持ち家に住む世帯が123万4481世帯、民営借家が88万7016世帯、公営借家が33万592世帯、給与住宅が13万4364世帯、間借りが１万796世帯の順となり今回初めて持ち家に住む世帯が借家に住む世帯を上回った。
　これを､50年と比較すると､持ち家が22万8822世帯(22.8パーセント増)、公営借家が1万3917世帯(4.4パーセント増)と上昇しているのに対し、民営借家が９万1149世帯(9.3パーセント減)､給与住宅が8237世帯(5.8パーセント減)、間借りが3118世帯(22.4パーセント減)と低下している。
　次に、住宅の規模をみると、１世帯当たりの居住室数は4.00室となり畳数は22.5畳と初めて20畳を越えた。また、１人当たり畳数も50年の6.2畳から7.1畳と増加した。
　また、所有関係別に畳数をみると、持ち家が8.5畳、給与住宅が6.0畳、民営借家が5.5畳、公営借家が5.1畳、間借りが4.9畳となっており、いずれも増加している。
着工建築物
　昭和55年中に着工された府下の全建築物は、棟数で５万3505棟、面積で1216万5948平方メートルとなりその工事予定額は１兆3834億円に達したが､前年に比べて棟数で１万2258棟（18.6パーセント減）、面積で218万8588平方メートル（15.2パーセント減）､金額では766億円（5.2パーセント減）とそれぞれ減少している。
　次に、棟数について年次別推移をみると、46年から47年には19.5パーセントの増加であったが47年から増加が鈍り48年から49年には石油ショックによる影響が大きく26.9パーセントの大幅な減少を記録した。その後、50年から51年に11.9パーセントと大幅な増加があったが52年から再び減少に転じ54年から55年は18.6パーセント減と大幅な減少となった。
　着工建築物を建築主別の割合でみると、民間部門が棟数で95.6パーセント、面積で86.2パーセント、金額で85.6パーセントとその大半を占め、その中でも個人建築物は３万1358棟で棟数全体の58.6パーセントとなっている。一方、公共部門では、市町村によるものが1294棟、府によるものが581棟、国によるものが465棟で前年と比較して国が19.9パーセント増、府が0.7パーセント増と増加し市町村が0.5パーセント減と前年に引き続き減少した。
　また、１棟当たりの面積では国によるものが921.6平方メートル、府によるものが524.2平方メートル、市町村によるものが735.1平方メートル、会社・会社でない団体によるものが314.0平方メートル、個人によるものが135.9平方メートルとなっている。
　構造別でみると、木造が棟数３万5783棟で構成比の66.9パーセント、面積345万5803平方メートルで同28.4パーセントを占め、鉄骨造が棟数１万3446棟で同25.1パーセント､面積370万6293平方メートルで同30.5パーセント、鉄筋コンクリート造が棟数3581棟で同6.7パーセント、面積278万9246平方メートルで同22.9パーセントとなっている。
　棟数を前年と比較すると、木造が22.1パーセント減、鉄筋コンクリート造が20.0パーセント減、鉄骨造が8.0パーセント減を主としいずれの構造も減少している。
　また、１平方メートル当たりの工事予定額をみると、鉄筋コンクリート造が12万9885円、木造が10万2373円、鉄骨造が９万7066円となっており、前年と比べ、鉄筋コンクリート造が16.1パーセント増、木造が9.5パーセント増、鉄骨造が5.2パーセント増と工事予定額が上昇している。
　用途別にみると、居住用（産業併用を含む）は４万4931棟で前年に比べ１万1789棟（20.8パーセント）減少し、面積も159万8484平方メートル（17.5パーセント）の減少となっている。
　一方産業用は、8574棟で前年に比べ469棟（5.2パーセント）減少し面積も59万104平方メートル（11.3パーセント）の減少となっている。
　内訳では、サービス業用が棟数・面積とも増加したほか棟数で農林水産業用・公益事業用、面積で鉱工業用が増加している。
住宅の着工状況
　昭和55年中に着工した新設住宅数は、８万3260戸で前年に比べ22.4パーセント減と大幅に減少している。
　これを利用関係別にみると、貸家は１万1412戸（38.1パーセント）減少し、給与住宅も684戸（43.5パーセント）の大幅な減少をみせたほか分譲住宅で9251戸（17.7パーセント）減少し、持ち家で2666戸（11.4パーセント）の減少となっている。
　また、１戸当たりの延べ面積をみると、持ち家が118.2平方メートル、給与住宅が102.2平方メートル、分譲住宅が81.7平方メートル、貸家が58.4平方メートルと続いている。
　資金別では、民間資金による住宅が最も多く、着工総数の72.4パーセントを占め、次いで住宅金融公庫融資住宅の18.6パーセントであり、この２つで90パーセント以上を占めている。
公共賃貸住宅
　昭和55年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は5603戸であり、前年より6.7パーセントの減少となっている。
　この内訳は、府営住宅が1800戸、市町村営住宅2661戸、公団賃貸住宅1142戸、住宅供給公社賃貸住宅0戸である。
　また、それぞれの55年末現在の住宅管理戸数は、府営住宅12万2551戸、市営住宅９万5225戸、大阪府住宅供給公社営２万3162戸、大阪市住宅供給公社営2096戸、公団営10万116戸となっている。
